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Ⅰ．本調査の目的
当研究室では、２００３年以来、企業が行う施策等を具体的な調査対象にして、組織変革および人的資
源管理に関する調査・研究を続けている。その中で、今年度は、「ワーク・ライフ・バランス（Work
−Life Balance）」（以下、「WLB」と略称する）１に取組んでいる。
企業におけるWLBについては、従来、少子化対策や男女共同参画の文脈で語られることが多く、
具体的には、出生率向上や男女雇用機会均等に関する施策がクローズアップされてきている２。しか
し、それら以外にも、労働時間短縮や非正規従業員に関する施策等が着目されてきており、いわゆる
仕事と生活の調和という視点に基づいて、人々の働き方の全般的な改革に関わる基本的な考え方とし
て、WLBへの関心はますます高くなっている（渡辺，２００９）３。また、従来は、労働社会学や労働経
済学の視点からの研究が多かったが、今日、経営学の視点からの研究も増えてきている（上
林，２００９；渡辺，２００９）。
上記を背景にして、企業のWLBについて、調査によってその実態を明らかにし、さらにはその導
入・推進によって企業や従業員には、どのような変化があったのかについて明らかにすることは意義
のあることであると考えられる。
以上より、本調査の目的は、今日、企業で着目されているWLBについて、その実態を明らかにす
ることである。具体的には、質問票の郵送によるアンケート調査によって導入時期、推進体制、取組
み目的、関連施策、企業組織・職場や従業員に与える影響、阻害要因等について明らかにすることで
ある。
よって、本稿の目的は、本調査の結果について、その内容を報告することである。
企業のワーク・ライフ・バランスに関する
アンケート調査（本調査）の報告
岡山大学経済学会雑誌４１（２），２００９，５５～７６
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表１ 有効回答の企業の業種（N＝４３）
１．製造業関連
製造業（１０）、繊維製造業、鉄鋼業（２）、食品製造業、電機メーカー、プラスチップ製造業
２．非製造業関連
総合建設業、運送業、運輸業ほか、飲食業、新聞発行・販売、卸売り、小売業（２）、清涼飲料販売
農業協同組合、警備業、金融業（２）、建設業（３）、販売、パチンコ店、ソフトフェア開発、サービス業（５）、
アパレル
３．未記入
２社
Ⅱ．本調査の概要
１．対象と方法
本調査の対象は、日本国内の企業である。また、その方法は、質問・回答票を対象の企業に郵送
し、それに回答を記載していただき、さらに企業から当研究室へ郵送していただくことによって回収
する方法を採用している。
２．実施概要
本調査における実施期間、質問・回答票の郵送数と有効回答数は次のとおりである。
  実施期間：２００９年２月１０日（郵送の開始）～２００９年３月６日（返送の締切）
 郵送数：１０００社（雑誌・新聞においてWLBへの取組みが報告されている企業を中心に、企業
年鑑等から抽出を行った）
 有効回答数：４３（４．３％）
３．有効回答の企業の属性
本調査における有効回答の企業の属性（業種、従業員数）については、以下のとおりである。
  業種
有効回答の企業における業種については、表１のとおりである。なお、業種の表記については質
問・回答票の記述内容に基づいている。また、カッコ内の数字は、同一回答のあった有効回答企業の
数を示している。大まかな分類であるが、製造業関連は１６社、非製造業関連は２５社から回答があり、
非製造業関連からの回答が多い結果となっている。
 従業員数
有効回答の企業における従業員数について、その人数帯ごとの分布を示したのが表２である。回答
では、実数値を尋ねている。これをみると、従業員数が３００人以下の企業からの回答が半数を超えて
いるが、１００１人超の企業も３割超ある。なお、その最大値は６，８０７人、最小値は６５人である。
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４．本稿の表記
本稿においては、本調査における主に統計的に基礎的な数値の集計結果に基づいて表記している。
また、その表記について、以下の点については共通である。
  以下の諸表において、「％」表記は、百分率による数値を示している。また、それについては百
分率における小数点第２位の数値を四捨五入し、小数点第１位の数値までを表記している。ただ
し、この数値は、その質問項目における「未記入」と回答いただいた企業数を、有効回答の企業数
（＝４３）から差し引いた数値を分母にして算出している。なお、この数値処理により、各項目の数
値の合計が「１００」にならないこともある。
 同様において、「平均値」表記は、小数点第３位の数値を四捨五入し、小数点第２位の数値まで
を表記している。なお、紙幅の都合上、標準偏差値は表記していない。
 同様において、「回答数」表記は、各マス（各項目と各選択肢等の交差箇所）に回答のあった有
効回答企業の数を表記している。
 同様において、「－」表記は、その欄に該当する数値（データ）のないことを示している。
 同様において「N＝」表記は、未記入分を含んだ回答企業の合計数を示している。本調査の場
合、上述したように N＝４３である。
 同様において、「１点」～「５点」と表記してあるものは、とくに断らない限りそれぞれについ
て「１点」～「５点」の得点を与えて平均値等を算出している。
Ⅲ．本調査の分析結果の要約
本調査の分析結果の要約については、次のとおりである。
１．WLBを意識して、施策の新設や改定の検討を２００５年以降に開始している企業が多い（表３）。ま
た、それらの検討に基づいて２００５年以降に、新設や改定を行った企業が多い（表４）。
２．WLBを推進するに際しては、既存部署で行っている企業が多く、それも人事や総務関連の部署
で行った企業が大半である（表５）。また、その推進体制の最高責任者については、部長職より上
位層である企業が大半である（表６）。
３．WLBを推進するに際しては、事前の調査・研究や研修会、およびそれについての明文化を行っ
表２ 有効回答の企業の従業員数（N＝４３）
従業員数 回答数 ％ 従業員数 回答数 ％
１－１００人 ２ ４．９ ５０１－７００人 １ ２．４
１０１－２００人 １７ ４１．４ ７０１－１０００人 １ ２．４
２０１－３００人 ５ １２．２ １００１人超 １３ ３１．７
３０１－４００人 １ ２．４ 未記入 ２ －
４０１－５００人 １ ２．４ 合計 ４３ １００．０
注：表２の「％」値は、有効回答数「４３」から未記入「２」を引いた「４１」で除し、百分率数値の少数点第２位の数値を
四捨五入している。
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ている企業が多い（表７）。
４．企業が、WLBを推進する目的として強く意識したものは、「従業員のモチベーションの向上を意
識した（３．９７）」、「従業員の仕事満足度の向上を意識した（３．８１）」、「働きやすい職場としての企業
イメージの向上を意識した（３．８１）」・「国や公共団体が定める法律・条例等への対応を意識した
（３．８１）」である。その一方で、「国際化への対応を意識した（１．９１）」、「自社製品・サービスの
マーケット・シェアの向上を意識した（２．３４）」、「非正規従業員の採用実績の向上を意識した
（２．４３）」については、それほど意識していない（表８）。
５．企業が、WLBを推進するに際して「新設した」施策の中で多いのは、「メンタルヘルス相談窓口
の設置（９社）」、「妊娠・出産・育児に関する休業・休暇制度（８社）」、「子供の病気・怪我時の看
護休暇制度（７社）」である。また、「新設を予定している」施策の中で多いのは、「役割給や成果
給の導入（６社）」、「メンタルヘルス相談窓口の設置（５社）」、「短時間勤務制度（４社）」・「所定
外労働を制限する制度（４社）」である。その一方で、「新設する予定はない」施策の中で多いの
は、「社内での保育所や託児所の設置（３６社）」、「在宅勤務制度（３５社）」、「社外での委託保育所や
委託託児所の設置（３５社）」である。
次に、企業が、WLBを推進するに際して「既にあったが改定した」施策の中で多いのは、「妊
娠・出産・育児に関する休業・休暇制度（１２社）」、「短時間勤務制度（７社）」、「子供の病気・怪我
時の看護休暇制度（６社）」である。その一方で、「既にあったが改定する予定はない」施策の中で
多いのは、「介護休業あるいは休暇制度（２３社）」、「職務内容や勤務地等に関する自己申告制度（１６
社）」、「自己啓発（資格取得や通信教育）支援制度（１６社）」である。
なお、企業が、WLBを推進するに際して「改定を予定している」施策および「廃止した」施策
については、回答企業数が少なく分析できていない（表９）。
６．企業が、WLBを推進するに際して施策を行った後、企業組織や職場に生じている変化の程度に
ついて、大きいと考えているのは、「働きやすい職場としての企業イメージ（３．８３）」、「出産や育児
に関する休暇等の取得率（３．７５）」、「有休休暇の取得率（３．６３）」である。その一方で、「企業価値
（資産、株価等）（２．９７）」、「国際化への対応度（３．００）」、「自社製品・サービスのマーケットシェ
ア（３．０３）」・「売上高や利益等の業績数字（３．０３）」などについては、それほど大きいとは考えて
いない（表１０）。
７．企業が、WLBを推進するに際して施策を行った後、従業員の仕事行動等に生じている変化の程
度について、大きいと考えているのは、「従業員が出産や育児に関する休暇制度等を利用するよう
になった（３．６３）」、「従業員が同僚の出産や育児に理解を示すようになった（３．６１）」、「従業員が有
給休暇等を利用するようになった（３．５１）」である。その一方で、「従業員が介護に関する休暇制度
等を利用するようになった（２．８０）」、「従業員が職場ストレスを訴えることが減った（２．８９）」、「従
業員が社会貢献活動に参加するようになった（２．９７）」などについては、それほど大きいとは考え
ていない（表１１）。
８．育児休業制度については、次のとおりである。法制定後（１９９１年に制定された「育児・介護休業
法」）の１９９２年に、あるいはそれ以降に同制度を導入した企業が多く（表１２）、その上限年齢につい
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ては、法定指示内容の企業が多く、それを上回る企業はそれほど多くない（表１３）。また、同制度
の利用者数（過去３年間）については、男性はほとんどの企業で利用者が少なく、女性は利用者が
多いが、利用者のいない企業も少なからずある（表１４・１５）。
育児短時間勤務制度については、次のとおりである。育児休業制度と同様に、法制定後の１９９２年
に、あるいはそれ以降に同制度を導入した企業が多く（表１６）、その上限年齢については、育児休
業より高く、３歳以上の企業も多い（表１７）。また、同制度の利用者数（過去３年間）について
は、男性はほとんどの企業で利用者が少なく、女性は利用者が多いが、利用していない企業も１５社
ある（表１８・１９）。
９．介護休業制度については、次のとおりである。育児休業制度と同様に、法制定後から企業は導入
している（表２０）。上限日数は、法定指示内容の「９３日」という企業が最も多いが、それ以上の企
業も多い（表２１）。対象となる家族の範囲については、「法定とおり」が大半である（表２２）。ま
た、制度の利用者数（過去３年間）については、男性と女性とも利用をしていない企業が半数を超
えている（表２３・２４）。
１０．企業が、WLBを推進する際に、大きな阻害要因と考えているものには、「管理職層のWLBにつ
いての意識が低いこと（３．３１）」、「男性従業員のWLBについての意識が低いこと（３．２９）」、「施策
や活動を定着・フォローする施策の未構築（３．２８）」がある。ただし、数値はそれほど高くない
（表２５）。
１１．企業が、WLBの推進について、取組むべき課題として考えているものには、職場の環境整備や
体制づくり、従業員の意識改革や制度への理解、労働時間短縮に関連する課題がある（表２６）。
Ⅳ．本調査の分析結果の詳細
１．施策の新設や改定の検討開始時期・行った時期
WLBを意識して、施策の新設や改定の検討を開始した時期について、その年次（本調査では、年
と月を尋ねている）を尋ねた結果が、表３である。これをみると、２００５年以降に検討を開始した企業
の多いことが分かる。WLBという用語が普及し始めて１０年を超えるが、現実の企業では、なかなか
普及していないことが分かる。例えば、松田（２０００）は、「CI活動」を対象にして調査を行っている
が、同様な傾向、つまり、他国からマネジメント施策や活動として導入されながら、実際の普及まで
には時間のかかることを指摘している。また、即時的に、かつ直接的に、企業の成績（売上高、営業
表３ 新設や改定の検討開始時期（N＝４３）
年 次 回答数 年 次 回答数
１９９５年 ２ ２００７年 ８
１９９９年 １ ２００８年 ３
２００３年 ３ ２００９年 １
２００４年 ３ 未記入 １３
２００５年 ５ 合 計 ４３
２００６年 ４ －
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表４ 新設や改定を行った時期（N＝４３）
年 次 回答数 年 次 回答数
１９９５年 １ ２００７年 ５
１９９７年 １ ２００８年 １
２０００年 １ ２００９年 ２
２００３年 ３ 未記入 １９
２００５年 ４ 合 計 ４３
２００６年 ６ －
利益等）の向上との関連を見出しにくい施策や活動にはそのことが共通的であることをも併せて指摘
している。
次に、WLBを意識して、施策の新設や改定を行った時期について、その年次（本調査では、年と
月を尋ねている）を尋ねた結果が、表４である。これをみると、表３で判明したように、検討開始
後、すぐに（２００５年以降に）具体的な施策を行った企業の多いことが分かる。
２．推進部署や最高責任者
WLBの推進について、その推進部署や最高責任者を尋ねた結果が、表５と表６である。
日本経済団体連合会は、２００７年３月に公表したWLBの行動指針の中で経営トップ層の主導による
推進を提唱している。しかし、三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調査によれば、
推進体制を明確に構築している企業は約３割程度しかなく、管理指標や経常の取組みを行っている企
業の少ないことが報告されている。
  推進部署
企業が、WLBを推進するに際しての体制について、尋ねた結果が、表５である。これをみると、
既存部署で行った企業が多く、それも人事や総務関連の部署で行った企業が大半であることが分かる。
表５ 推進部署（N＝４３）
選択肢 回答数 部署名 回答数
１．既存部署で行った ３１ 管理グループ １
管理部 ２
教育人事課 １
労政企画室 １
企画室 １
人事部総務 G １
人事部 ８
製造部 １
総務 １
総務部 １４
２．新しい推進チーム等を設置して行った ２ プロジェクト L １
女性キャリア開発室 １
未記入 １１ －
合 計 ４３ －
注：選択肢１と２の両者を選択した企業が１社あり、合計の数は「４４」になる。
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表６ 最高責任者（N＝４３）
選択肢 回答数
注１：１，２，３とも選択し企業が１社ある。また、１と４を選択した企業が１社
ある。よって、表６の合計は４６になるが、実際の回答企業数は４３である。
注２：「４．その他」に回答のあった企業は３社であり、その記述内容は次のとお
りである。「取締役総務本部長」、「中央労使」、「総務課長」
１．社 長 ９
２．役 員 １１
３．部 長 １０
４．その他 ３
未記入 １３
合 計 ４６
  最高責任者
企業が、WLBを推進するに際して、その推進体制の最高責任者について、尋ねた結果が、表６で
ある。これをみると、部長より上位層（社長、役員）である企業が大半であることが分かる。つま
り、意思決定の早い、また、その影響力の強い者が責任者であることが分かる。WLBについて、重
要な制度あるいは施策体系として考えている企業の多いことが分かる。
３．推進行動
企業が、WLBを推進するに際して、どのような行動をとっているのかについて、複数回答で尋ね
た結果が、表７である。
表７ 推進行動（N＝４３）：複数回答
項 目＼回答数・％ 回答数 ％
１．自社のWLB取組み姿勢についての明文化 １４ ３２．６
２．関連する施策の新設 １１ ２５．６
３．現状把握のための従業員へのアンケート調査 ６ １４．０
４．現状把握のための顧客・取引先へのアンケート調査 ０ ０．０
５．認知・普及のための従業員への説明会の開催 ６ １４．０
６．社外・社内講師による研修会の開催 ５ １１．６
７．社内イントラや社内誌等での告知 １１ ２５．７
８．国や県・市・町等の助成を受けること ２ ４．７
９．推進チームへの権限委譲 ０ ０．０
１０．関連する施策の改定 １２ ２７．９
１１．他社の取組みに関する調査・研究 １８ ４１．９
１２．労働組合との協議・調整 ６ １４．０
１３．従業員同士での勉強会やミーティングの開催 ３ ７．０
１４．外部研修会やセミナーへの派遣 １８ ４１．９
１５．HPや広告等での自社取組みの PR ６ １４．０
１６．部署や部門ごとのWLB目標の設定 ２ ４．６
１７．その他（具体的に ） ３ ７．０
注：「１７．その他」の具体的な記入については、次のとおりである。「考えていない」、「特にない」
１５１企業のワーク・ライフ・バランスに関するアンケート調査（本調査）の報告
－６１－
上位項目の３つは、その数が少なくなる順に①「１１．他社の取組みに関する調査・研究（１８社）」・
「１４．外部研修会やセミナーへの派遣（１８社）」、③「１．自社のWLB取組み姿勢についての明文化
（１４社）」である。
これをみると、WLBについて、事前の調査や研修会への派遣、および取組みについての明文化を
行っている企業の多いことが分かる。これは、他の活動や制度と同じように導入を開始した直後に共
通的に見受けられる施策である（松田，２０００）。なお、セミナーや研修会への派遣等については、国
の指導（WLBの行動指針）にもあり、その影響があることも考えられる。
また、三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調査によれば、「社員に対してWLBに
役立つ情報提供を行っている」、「社内アンケートやヒヤリングなどにより、WLB支援に関する社員
の意見・要望を汲み上げ改善を図っている」、「WLB支援への積極的な取組の考え方が、経営や人事
の方針として明文化されている」が、WLBの推進行動として多いことが報告されている。
４．目的に対する意識度
企業が、自らが意図するWLB推進の目的に対して、どの程度意識したのかについて、選択肢の
「５：非常に意識した」から「１：全く意識していない」の５点尺度で尋ねた結果が、表８である。
回答数の少なかった「３４．その他」を除いて、上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる
順に①「１２．従業員のモチベーションの向上を意識した（３．９７）」、②「１４．従業員の仕事満足度の向
上を意識した（３．８１）」・「２２．働きやすい職場としての企業イメージの向上を意識した（３．８１）」・
「３０．国や公共団体が定める法律・条例等への対応を意識した（３．８１）」である。
その一方で、「３４．その他」を除いて、下位項目の３つは、その数値（平均値）が高くなる順に①
「４．国際化への対応を意識した（１．９１）」、②「２．自社製品・サービスのマーケット・シェアの向
上を意識した（２．３４）」、③「６．非正規従業員の採用実績の向上を意識した（２．４３）」である。
これをみると、企業は、WLBの推進によって、従業員のモチベーションや仕事満足度、および企
業イメージの向上を意識していることが分かる。
また、両立支援に限定すると、WLBへの取組理由について、労働政策研究・研修機構（２００７b）の
調査によれば、「法で定められているから」が最も多いのであるが、次に「企業の社会的責任」、「女
性従業員の定着率を高める」、「女性従業員の労働意欲を高める」、「採用で優秀な人材を集める」であ
ることが報告されている。
これらについて、例えば、従来研究においても、企業がとくに従業員のモチベーションや仕事満足
度向上を目的として意識していることは、佐藤・武石編（２００８）やこれからの賃金制度のあり方に関
する研究会編（２００５）からも報告されている。
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表８ 目的に対する意識度（N＝４３）
項 目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．研究開発力や製品・サービス開発力の向上を意識した ２．７１ ７ ６ １４ ６ ２ ８
２．自社製品・サービスのマーケット・シェアの向上を意識した ２．３４ １１ ５ １５ ４ ０ ８
３．売上高や利益等の業績数字の向上を意識した ２．７１ ９ ４ １２ ８ ２ ８
４．国際化への対応を意識した １．９１ １８ ３ １３ １ ０ ８
５．他社の導入動向に合わせることを意識した ３．０６ ５ ４ １２ １２ ２ ８
６．非正規従業員の採用実績の向上を意識した ２．４３ ８ ５ ２１ １ ０ ８
７．職場内のコミュニケーションの向上を意識した ３．４２ １ ２ １７ １３ ３ ７
８．職場内の組織活性度の向上を意識した ３．５３ １ ２ １３ １７ ３ ７
９．従業員の新卒採用実績の向上を意識した ３．２６ ３ ４ １３ １１ ４ ８
１０．従業員の中途採用実績の向上を意識した ２．９１ ５ ５ １５ ８ ２ ８
１１．従業員の定着率の向上を意識した ３．７６ ２ １ ８ １９ ７ ６
１２．従業員のモチベーションの向上を意識した ３．９７ １ ０ ９ １６ １１ ６
１３．従業員の企業へのコミットメントや帰属心の向上を意識した ３．７０ １ １ １２ １７ ６ ６
１４．従業員の仕事満足度の向上を意識した ３．８１ ２ ０ １０ １６ ９ ６
１５．従業員のメンタルヘルスの良好度の向上を意識した ３．６４ １ ２ １２ １５ ６ ７
１６．従業員のストレスの軽減度の向上を意識した ３．５７ １ ３ １４ １２ ７ ６
１７．従業員の仕事効率性の向上を意識した ３．５３ ２ ２ １４ １１ ７ ７
１８．従業員の病気・怪我人の割合の減少を意識した ３．１７ ２ ６ １６ ８ ４ ７
１９．外部からのコンプライアンス・信頼性評価の向上を意識した ３．４９ ２ １ １６ １３ ５ ６
２０．企業価値（資産、株価等）の向上を意識した ２．６１ ６ ６ ２０ ４ ０ ７
２１．顧客や取引先からの企業イメージの向上を意識した ２．８１ ６ ５ １６ ８ １ ７
２２．働きやすい職場としての企業イメージの向上を意識した ３．８１ １ ２ ７ １９ ７ ７
２３．ダイバーシティへの対応やその実現を意識した ３．４０ １ １ １９ １１ ３ ８
２４．職場における意見や考えの言いやすさの向上を意識した ３．１１ ２ ３ ２３ ７ ２ ６
２５．職場における責任と権限の明確さの向上を意識した ２．８０ ４ ６ １８ ７ ０ ８
２６．人件費の弾力的な運用を意識した ２．９４ ３ ７ １７ ５ ３ ８
２７．出産や育児に関する休暇等の取得率の向上を意識した ３．５０ １ ３ １５ １１ ６ ７
２８．有休休暇の取得率の向上を意識した ３．４６ ２ ２ １５ １０ ６ ８
２９．介護に関する休暇等の取得率の向上を意識した ３．１１ １ ６ ２０ ６ ３ ７
３０．国や公共団体が定める法律・条例等への対応を意識した ３．８１ １ １ ９ １８ ７ ７
３１．ポジティブアクションへの対応やその実現を意識した ３．３１ ２ ３ １５ １２ ３ ８
３２．企業の社会的責任の向上を意識した ３．５７ ２ １ １１ ２０ ３ ６
３３．障害者（ハートフル）雇用への対応を意識した ２．９１ ２ ５ ２２ ４ １ ９
３４．その他（具体的に ） ２．００ ３ ０ ３ ０ ０ ３６
注：「３４．その他」の具体的な記入については、次のとおりである。「家庭の絆を強く」
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５．関連施策の新設・改定・廃止
企業が、WLBを推進するために、それに関連してどのような施策を新設したのか、改定したの
か、あるいは廃止したのかについて、尋ねた結果が、表９である。
表９ 施策の新設・改定・廃止（N＝４３）
選択肢・回答数
項 目
B欄：新設 C欄：改定・廃止
未記入
１ ２ ３ １１ １２ １３ １４
１．短時間勤務制度 ６ ４ ５ ７ １ １５ ０ ５
２．在宅勤務制度 １ １ ３５ ０ ０ ０ ０ ６
３．フレックスタイムによる勤務制度 １ ３ ２２ ２ １ ８ ０ ６
４．所定外労働を制限する制度 ４ ４ ９ ４ ０ １２ ０ １０
５．社内での保育所や託児所の設置 ０ １ ３６ ０ ０ ０ ０ ６
６．社外での委託保育所や委託託児所の設置 ０ ２ ３５ ０ ０ ０ ０ ６
７．子育て費用の援助や貸付制度 ２ ２ ２６ １ １ ６ ０ ５
８．妊娠・出産・育児に関する休業・休暇制度 ８ ０ １ １２ ２ １４ ０ ６
９．子供の病気・怪我時の看護休暇制度 ７ ０ ９ ６ ２ １３ ０ ６
１０．家庭事情に応じた転勤への配慮 １ ３ １８ ２ １ １２ ０ ６
１１．妊娠・出産・育児による退職社員への再雇用制度 ６ ３ １７ ３ ０ ７ ０ ７
１２．裁量労働制 ０ ２ ２６ １ ０ ６ ０ ８
１３．社内公募・FA（フリー・エージェント）度制 ４ ２ ２６ １ ０ ３ ０ ７
１４．職場復帰への回復プログラム １ ２ ２０ ２ １ ７ ０ １０
１５．職務内容や勤務地等に関する自己申告制度 ２ ０ １５ ２ ０ １６ ０ ８
１６．介護休業あるいは休暇制度 ５ ０ ２ ５ １ ２３ ０ ７
１７．介護等に対する援助や貸付制度 ２ １ ２５ ２ ０ ６ ０ ７
１８．介護等による退職社員への再雇用制度 ３ ２ ２６ １ ０ ４ ０ ７
１９．キャリア開発に関するセミナー・研修の開催 ４ ２ １５ １ ３ ９ ０ ９
２０．リフレッシュ休暇制度 ２ ０ １９ ３ １ １１ ０ ７
２１．自己啓発（資格取得や通信教育）支援制度 ４ ２ １１ ３ ０ １６ ０ ７
２２．始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ ０ ２ １７ ３ ２ １２ ０ ７
２３．社会貢献やボランティア休暇制度 ２ ２ ２４ ３ ０ ５ ０ ７
２４．メンター制度 ０ ２ ２４ ２ １ ４ ０ ９
２５．子弟進学や通学支援への貸付金制度 ０ １ ２４ ２ ０ ８ ０ ８
２６．育児休業期間中の所得補償（雇用保険に上乗せ） １ １ ３１ ２ ０ １ ０ ７
２７．役割給や成果給の導入 ３ ６ １６ １ １ ９ ０ ７
２８．メンタルヘルス相談窓口の設置 ９ ５ ９ ４ ０ ９ ０ ７
２９．家族が参加できる行事の開催（例：運動会、クリスマス） ４ ２ １６ ３ ０ ９ ２ ７
３０．その他（具体的に ） ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ３９
注：「３０．その他」の具体的な記入については、B・C欄ともない。
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表９をみると、WLBに関連して新設するよりも改定した施策の多いことが分かる。これは、法的
な指導はあるが、施策としてとくに新規性はなく、WLBを意識していなくても従来から企業は取組
んでいることを示している。
また、WLBに関連する施策としては、三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調査に
よれば、働き方に関する施策（短時間勤務制度、社内公募・自己申告制）、キャリアに関する施策
（研修会の開催）、メンタルヘルスに関する施策（窓口の設置、研修会の開催）の行われることの多
いことが報告されている。
同様に、労働政策研究・研修機構（２００７a）の調査によれば、施策として「育児や介護を行う従業
員に対する残業・休日労働の減免措置」、「子供の送迎等のための早退や遅刻の許可」の多いことが報
告されている。
以下では、新設、改定、および廃止について、もう少し詳しくみてみよう。
  新設
表９の B欄では、新設について、「１：新設した」、「２：新設を予定している」、「３：新設する予
定はない」で尋ねている。新設した施策について、回答数の少なかった「３０．その他」を除いて、上
位項目の３つは、その数が少なくなる順に①「２８．メンタルヘルス相談窓口の設置（９社）」、②
「８．妊娠・出産・育児に関する休業・休暇制度（８社）」、③「９．子供の病気・怪我時の看護休暇
制度（７社）」である。
次に、新設を予定している施策について、上位項目の３つは、回答企業数が少ないが、同様に①
「２７．役割給や成果給の導入（６社）」、②「２８．メンタルヘルス相談窓口の設置（５社）」、③「１．
短時間勤務制度（４社）」・「４．所定外労働を制限する制度（４社）」である。
また、新設を予定していない施策について、上位項目の３つは、同様に①「５．社内での保育所や
託児所の設置（３６社）」、②「２．在宅勤務制度（３５社）」・「６．社外での委託保育所や委託託児所の
設置（３５社）」である。
これをみると、新設に関する施策では、メンタルヘルスに関する施策、育児休業、子供の疾病時の
看護制度の多いことが分かる。また、法的な指示はあるが、施設（保育所や託児所）の設置や在宅勤
務については、既に導入している企業の多いことが分かる。
  改定
同表の C欄では、改定・廃止について、「１１：既にあったが改定した」、「１２：既にあったが改定を
予定している」、「１３：既にあったが改定する予定はない」、「１４：既にあったが廃止した」で尋ねてい
る。
改定した施策について、回答数の少なかった「３４．その他」を除いて、上位項目の３つは、その数
が少なくなる順に①「８．妊娠・出産・育児に関する休業・休暇制度（１２社）」②「１．短時間勤務
制度（７社）」、③「９．子供の病気・怪我時の看護休暇制度（６社）」である。
なお、改定を予定している施策については、回答企業数が少なく分析できていない。
次に、改定を予定していない施策について、上位項目の３つは、同様に①「１６．介護休業あるいは
休暇制度（２３社）」、②「１５．職務内容や勤務地等に関する自己申告制度（１６社）」・「２１．自己啓発
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（資格取得や通信教育）支援制度（１６社）」である。
これをみると、育児や子供の疾病時の休暇制度や働き方に関する施策を改定する企業が多く、その
一方で、介護、自己申告、自己啓発に関する施策については、改定する予定のない企業の多いことが
分かる。これはすでに設置していたが、法的な指導等に基づいて改定する、あるいは既存施策で充分
であると考える企業の多いことを示している。
  廃止
廃止した施策については、回答企業数が少なく分析を行っていない。
６．企業組織や職場の変化
企業が、WLBを推進した後、それが与えた影響によって、企業組織や職場に生じた変化につい
て、選択肢の「５：非常に高まった」から「１：非常に低下した」の５点尺度で尋ねた結果が、表１０
である。
回答数の少なかった「３２．その他」を除いて、上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる
順に①「２２．働きやすい職場としての企業イメージ（３．８３）」、②「２７．出産や育児に関する休暇等の
取得率（３．７５）」、③「２８．有休休暇の取得率（３．６３）」である。その一方で、同様に、下位項目の３
つは、その数値（平均値）が高くなる順に①「２０．企業価値（資産、株価等）（２．９７）」②「４．国際
化への対応度（３．００）」、③「２．自社製品・サービスのマーケットシェア（３．０３）」・「３．売上高や
利益等の業績数字（３．０３）」である。
これをみると、企業には、WLBの推進の後、企業イメージの向上や各種の休暇取得率に変化の生
じていることが分かる。
また、WLBの支援策による効果について、三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調
査によれば、「女性社員の定着率を高める」、「女性社員のモチベーションを高める」、「新卒者（女
性）の採用」について、効果の認められていることが報告されている。
同様に、仕事と生活の調和を図るための制度を整備することの効果について、労働政策研究・研修
機構（２００７a）の調査によれば、「従業員の就職意欲が向上する」、「有能な人材が確保できる」、「社会
的責任を果たせる」と考えている企業が多いことを報告されている。
大沢（２００６）も、英国（マネジメント協会の調査）におけるWLBの導入効果として、コストのか
からないこと、従業員のモラールや満足度の向上があることを報告している４。
表１０ 企業組織や職場の変化（N＝４３）
項 目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．研究開発力や製品・サービス開発力 ３．１２ ０ ０ ２９ ４ ０ １０
２．自社製品・サービスのマーケット・シェア ３．０３ ０ ０ ３２ １ ０ １０
３．売上高や利益等の業績数字 ３．０３ ０ ０ ３２ １ ０ １０
４．国際化への対応度 ３．００ １ ０ ３１ ２ ０ ９
５．他社の導入動向に合わせること ３．３２ ０ ０ ２３ １１ ０ ９
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７．従業員の仕事行動の変化
企業が、WLBを推進した後、それが与えた影響による、従業員の仕事行動等に生じた変化につい
て、選択肢の「５：非常に生じた」から「１：全く生じていない」の５点尺度で尋ねた結果が、表１１
である。
回答数の少なかった「２３．その他」を除いて、上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる
順に①「１２．従業員が出産や育児に関する休暇制度等を利用するようになった（３．６３）」、②「１３．従
業員が同僚の出産や育児に理解を示すようになった（３．６１）」、③「８．従業員が有給休暇等を利用す
るようになった（３．５１）」である。その一方で、「３４．その他」を除いて、調査における下位項目の３
６．非正規従業員の採用実績 ３．０９ ０ ０ ３０ ３ ０ ９
７．職場内のコミュニケーション ３．４３ ０ ０ ２１ １３ １ ８
８．職場内の組織活性度 ３．４０ ０ ０ ２２ １２ １ ８
９．従業員の新卒採用実績 ３．３５ ０ ０ ２３ １０ １ ９
１０．従業員の中途採用実績 ３．１５ ０ ０ ２９ ５ ０ ９
１１．従業員の定着率 ３．４７ ０ ０ ２０ １２ ２ ９
１２．従業員のモチベーション ３．４９ ０ １ １９ １２ ３ ８
１３．従業員の企業への帰属心 ３．４１ ０ ０ ２０ １４ ０ ９
１４．従業員の仕事満足度 ３．４３ ０ ０ ２１ １３ １ ８
１５．従業員のメンタルヘルスの良好度 ３．２９ ０ ０ ２５ １０ ０ ８
１６．従業員のストレスの軽減度 ３．２６ ０ ０ ２７ ７ １ ８
１７．従業員の仕事効率性 ３．５８ １ ０ １６ １５ ４ ７
１８．従業員の病気・怪我人の割合の減少度 ３．１４ ２ ２ ２２ ７ ２ ８
１９．外部からのコンプライアンス・信頼性評価 ３．４９ １ ０ １８ １３ ３ ８
２０．企業価値（資産、株価等） ２．９７ ２ １ ２８ ４ ０ ８
２１．顧客や取引先からの企業イメージ ３．１４ ３ ０ ２２ ９ １ ８
２２．働きやすい職場としての企業イメージ ３．８３ ０ ０ ９ ２３ ３ ８
２３．ダイバーシティへの対応やその実現度 ３．２４ ２ ０ ２２ ８ ２ ９
２４．職場における意見や考えの言いやすさ ３．３９ １ ０ ２１ １２ ２ ７
２５．職場における責任と権限の明確さ ３．１４ ２ １ ２４ ６ ２ ８
２６．人件費の弾力的な運用 ３．２１ １ １ ２３ ８ １ ９
２７．出産や育児に関する休暇等の取得率 ３．７５ １ ０ １１ １９ ５ ７
２８．有休休暇の取得率 ３．６３ １ ０ １２ ２０ ２ ８
２９．介護に関する休暇等の取得率 ３．２３ １ １ ２２ １１ ０ ８
３０．ポジティブアクションへの対応 ３．４１ １ ２ １５ １４ ２ ９
３１．企業の社会的責任 ３．４７ １ １ １７ １４ ３ ７
３２．その他（具体的に ） ３．００ ０ ０ ５ ０ ０ ３８
注：「３２．その他」の具体的な記入についてはない。
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表１１ 従業員の仕事行動の変化（N＝４３）
項 目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．従業員が仕事の効率化やスピード化を進めるようになった ３．４３ ２ １ １６ １２ ４ ８
２．従業員がお互いに仕事に関する会話等をよくするようになった ３．１１ ２ ２ ２２ ８ １ ８
３．従業員が将来の自己キャリアについて考えるようになった ３．００ ４ ０ ２４ ６ １ ８
４．従業員が仕事への改善や修正提案等をするようになった ３．１７ ３ １ １９ １１ １ ８
５．従業員が自社を誇りに思うようになった ３．０３ ４ ０ ２２ ９ ０ ８
６．従業員が自己の仕事の責任を自覚するようになった ３．１７ ３ １ １８ １３ ０ ８
７．従業員が自社の経営方針等に対する関心を持つようになった ３．０９ ３ ２ １９ １１ ０ ８
８．従業員が有給休暇等を利用するようになった ３．５１ ２ ０ １３ １８ ２ ８
９．従業員が自社への一体感をもつようになった ３．１１ ３ １ ２２ ９ １ ７
１０．従業員が自社のコンプライアンスを理解するようになった ３．１７ ２ ３ ２０ ９ ２ ７
１１．従業員が社会貢献活動に参加するようになった ２．９７ ３ １ ２５ ６ ０ ８
１２．従業員が出産や育児に関する休暇制度等を利用するようになった ３．６３ ２ ０ １１ １８ ４ ８
１３．従業員が同僚の出産や育児に理解を示すようになった ３．６１ ２ ０ １０ ２２ ２ ７
１４．従業員が仕事の自己裁量の広がりを意識するようになった ３．１８ ３ １ ２０ ７ ３ ９
１５．従業員が介護に関する休暇制度等を利用するようになった ２．８０ ７ １ ２０ ６ １ ８
１６．従業員が同僚の介護に理解を示すようになった ３．０３ ３ ２ ２３ ７ １ ７
１７．従業員が同僚の勤務時間に理解を示すようになった ３．４３ ２ １ １４ １６ ２ ８
１８．従業員が職場ストレスを訴えることが減った ２．８９ ３ １ ２８ ３ ０ ８
１９．従業員が自己啓発に積極的になるようになった ３．１４ ２ ０ ２５ ７ １ ８
２０．従業員が職場のメンタルヘルスに機敏になった ３．３１ １ ０ ２１ １３ ０ ８
２１．従業員が仕事や勤務時間に関して自己都合を反映するようになった ３．４３ ０ １ ２０ １２ ２ ８
２２．従業員が家庭生活に対する配慮をするようになった ３．３７ ０ １ ２１ １２ １ ８
２３．その他（具体的に ） ３．００ ０ ０ ８ ０ ０ ３５
注：「２３．その他」の具体的な記入についてはない。
つは、その数値（平均値）が高くなる順に①「１５．従業員が介護に関する休暇制度等を利用するよう
になった（２．８０）」、②「１８．従業員が職場ストレスを訴えることが減った（２．８９）」、③「１１．従業員
が社会貢献活動に参加するようになった（２．９７）」である。
これをみると、従業員には、WLBの推進の後、出産や育児に関する休暇の取得がすすみ、さらに
それらへの理解も進んでいることが分かる。
８．育児休業・育児短時間勤務制度
育児休業・育児短時間勤務制度の状況について尋ねたのが、表１２～表１９である。これらが職場全体
への与えた総合的な影響について、男女共同参画会議少子化と男女共同参画に関する専門調査会
（２００６）の調査によれば、管理職からみると、総合的にはややプラスの評価の多いことが報告されて
いる。具体的には、「仕事の進め方について職場内で見直すきっかけになった」、「両立支援に対する
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表１２ 育児休業制度の導入年（N＝４３）
導入年 回答数 導入年 回答数 導入年 回答数
１９８０年 １ １９９６年 ４ ２００２年 ３
１９８５年 １ １９９７年 １ ２００４年 ２
１９９０年 ２ １９９８年 １ ２００５年 ２
１９９２年 ８ １９９９年 ４ ２００６年 ４
１９９４年 １ ２０００年 ３ 未記入 ３
１９９５年 １ ２００１年 ２ 合 計 ４３
各人の理解が深まった」、「利用者の仕事の引き継いだ人の能力が高まった」というメリットが報告さ
れている。一方、デメリットを示す項目の中では、「職場のマネジメントが難しくなった」が、最も
多いことが報告されている。
  育児休業制度
①導入年
企業が、育児休業制度をいつから導入したのかについて、尋ねた結果が、表１２である。
これをみると、法制定（１９９１年）後の１９９２年に導入した企業が多いことが分かる。
同様な内容を尋ねている労働政策研究・研修機構（２００７b）の調査によれば、育児休業法の成立
（１９９１年）の前後に当たる「１９９０～１９９４年」が最も多く、従業員規模が大きくなるほど、導入時期が
早いことが報告されている。
②子供の上限年齢
育児休業制度の対象となる子供の上限年齢について、尋ねた結果が、表１３である。これをみると、
法指示内容の「１歳」あるいは「１．５歳」を上限とする企業が大半である。
同様な内容を尋ねている三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調査によれば、上限
年齢について法定を超えて設定している企業は約４割であることが報告されている。
また、同様な労働政策研究・研修機構（２００７b）の調査によれば、「法定どおり」と回答した企業が
最も多く、次に「上限年齢のみ法定を超える」であることが報告されている。また、「上限年齢・取
得回数ともに法定を超える」および「上限年齢のみ法定を超える」とする回答した企業は、従業員数
が大きくなるほど高まる傾向にあることも報告されている。
表１３ 対象となる子供の上限年齢（N＝４３）
年 齢 回答数 年 齢 回答数
１歳 ２９ ７歳 １
１．５歳 ６ 未記入 ２
２歳 ２ 合 計 ４２
６歳 ２ －
注：上記の回答とは別に、「子の１歳の誕生日の前日以降、最初に到来する３月末日」と回答のあった企業が１社あっ
た。これを含めると合計が４３になる。
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表１４ 利用者数：男性（N＝４３） 表１５ 利用者数：女性（N＝４３）
利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数
０人 ２９ ０人 ７ １０人 １ ３９人 １
１人 ４ １人 ５ １１人 １ ４５人 １
３人 １ ３人 ４ １４人 １ ６３人 １
６人 ２ ４人 ２ １９人 １ ６７人 １
１０人 １ ５人 ２ ２４人 １ ８６人 １
未記入 ６ ６人 ４ ３４人 １ 未記入 ６
合 計 ４３ ７人 １ ３５人 １ 合 計 ４３
表１６ 育児短時間勤務制度の導入年（N＝４３）
導入年 回答数 導入年 回答数 導入年 回答数
１９９０年 １ ２０００年 ２ ２００６年 ４
１９９２年 ６ ２００１年 ２ ２００７年 １
１９９４年 １ ２００２年 １ ２００８年 １
１９９５年 １ ２００３年 ２ 未記入 ７
１９９６年 ５ ２００４年 ２ 合 計 ４３
１９９９年 ４ ２００５年 ３ －
③利用者数（過去３年間）
育児休業制度に関して、回答時点から遡って３年間の利用者数について、男性・女性従業員別に尋
ねた結果が、表１４および表１５である。これをみると、男性従業員の利用者数はまだ少ない企業が多
く、また女性従業員の利用者は多いが、利用者のいない企業も少なからずあることが分かる。
同様な内容を尋ねている労働政策研究・研修機構（２００７b）の調査によれば、男性の育児休業の取
得者数については「０人」が最も多く、次に「１～２人」あるいは「３～４人」と回答した企業の多
いことが報告されている。また、従業員数が大きくなるほど「０人」と回答する企業の割合は低くな
ることも報告されている。
また、同様なニッセイ基礎研究所（２００２）の調査によれば、制度の利用者数は、女性が６０．２％であ
るのに対して男性従業員のそれは、３．２％であることが報告されている。さらに、その理由として
（男性従業員は）「自分以外に育児をする人がいた」「業務が繁忙であった」「職場への迷惑がかか
る」などの理由が多いことも併せて報告されている。
  育児短時間勤務制度
①導入年
企業が育児短時間勤務制度をいつから導入したのかについて、尋ねた結果が、表１６である。これを
みると、育児休業制度と同様に、法制定後の１９９２年以降に導入した企業が大半であることが分かる。
②子供の上限年齢
育児短時間勤務制度の対象となる子供の上限年齢について、尋ねた結果が、表１７である。これをみ
ると、上限年齢については、育児休業の結果より高く、３歳以上の企業の多いことが分かる。
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表１７ 対象となる子供の上限年齢（N＝４３）
年 齢 回答数 年 齢 回答数
１歳 ６ ７歳 ２
１．５歳 １ ９歳 ２
３歳 １４ 未記入 ６
６歳 ９ 合 計 ４０
注：上記の回答とは別に、「３歳到達日以降、最初に到来する３月末日」、「小学校２年生」、「小学校入学まで」と回答の
あった企業が１社ずつあった。これらを含めると合計は４３になる。
表１８ 利用者数：男性（N＝４３） 表１９ 利用者数：女性（N＝４３）
利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数 利用者数 回答数
０人 ３０ ０人 １５ ５人 １ ５５人 １
１人 １ １人 ４ ７人 １ ７０人 １
未記入 １２ ２人 ４ １０人 １ 未記入 １１
合 計 ４３ ３人 １ ２６人 １ 合 計 ４３
４人 １ ３８人 １ －
同様な内容を尋ねている三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調査によれば、制度
を導入している企業は約８割であり、上限年齢について法定を超えて設定している企業が、約５割で
あることが報告されている。
③利用者数（過去３年間）
育児短時間勤務制度に関して、回答時点から遡って３年間の利用者数について、男性・女性従業員
別に尋ねた結果が、表１８および表１９である。これをみると、男性では、大半の企業で利用者が少な
く、女性では、利用者は多いが、利用していない企業も１５社あることが分かる。
同様な内容を尋ねている労働政策研究・研修機構（２００７b）の調査によれば、「既に導入済み」とす
る企業の中で、「利用実績（過去３年間）がある」と回答した企業は、６７．２％であり、また、従業員
数が大きくなるほど、「利用実績のある」企業の割合の高まることが報告されている。
また、同様なニッセイ基礎研究所（２００２）の調査によれば、育児短時間勤務制度を行っている企業
で、その取得率は、男性で約８割近くあることが報告されている。
９．介護休業制度
①導入年
企業が、介護休業制度をいつから導入したのかについて、尋ねた結果が、表２０である。これをみる
と、育児休業と同様に、法制定後に導入している企業の多いことが分かる。
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表２０ 介護休業制度の導入年（N＝４３）
導入年 回答数 導入年 回答数 導入年 回答数
１９９２年 ３ １９９９年 １０ ２００５年 １
１９９３年 ２ ２０００年 ４ ２００６年 ４
１９９４年 ２ ２００１年 ３ ２００７年 １
１９９６年 １ ２００２年 ３ 未記入 ４
１９９７年 １ ２００３年 １ 合 計 ４３
１９９８年 １ ２００４年 ２ －
表２１ 取得可能な休業の上限日数（N＝４３）
日 数 回答数 日 数 回答数
３０日 １ １８２日 １
４０日 １ １８６日 ２
６０日 １ ３６５日 ５
９０日 ５ 未記入 ３
９３日 ２１ 合 計 ４０
注：上記の回答とは別に、「３ヶ月」、「９０（三ヶ月）」、「法令どおり」と回答のあった企業が１社ずつあった。これらを含
めると合計は４３になる。
表２２ 対象となる家族の範囲（N＝４３）
家族の範囲 回答数
注：「法定をこえる」を選択し、自由記入欄に「会社が認める家族」、「同居ま
たは扶養する祖父母なども含む、要介護状態が必須とは限らず、緩い」、
「配偶者の祖父母、配偶者の兄弟姉妹」と回答のあった企業が１社ずつ
あった。
ア：法定どおり ３７
イ：法定をこえる ３
未記入 ３
合 計 ４３
②取得可能な休業の上限日数
介護制度に関する休業取得可能な上限日数について、尋ねた結果が、表２１である。法定指示内容で
ある「９３日」という企業が最も多いが、それ以上の企業も多いことが分かる。
同様な内容を尋ねている三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング他（２００８）の調査によれば、上限
日数について法定日数を超えて設定している企業は約７割あることが報告されている。
③対象となる家族の範囲
介護制度の対象となる家族の範囲について、尋ねた結果が、表２２である。これをみると、「法定ど
おり」とする企業が大半であることが分かる。
④利用者数（過去３年間）
介護制度に関して、回答時点から遡って３年間の利用者数について、男性・女性従業員別に尋ねた
結果が、表２３および表２４である。これをみると、企業には男性、女性とも制度はあるが、利用者のい
ない企業が半数を超えていることが分かる。
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表２３ 利用者数：男性（N＝４３） 表２４ 利用者数：女性（N＝４３）
利用者数 回答数 利用者数 回答数
０人 ２７ ０人 ２６
１人 ４ １人 ５
２人 ２ ２人 １
３人 １ ７人 ２
未記入 ９ 未記入 ９
合 計 ４３ 合 計 ４３
１０．阻害要因
企業が、WLBを推進する際に生じた阻害要因について、選択肢の「５：非常に阻害になった」か
ら「１：全く阻害にならなかった」の５点尺度で尋ねた結果が、表２５である。
回答数の少なかった「２０．その他」を除いて、上位項目の３つは、その数値（平均値）が低くなる
順に①「３．管理職層のWLBについての意識が低いこと（３．３１）」、②「１７．男性従業員のWLBに
ついての意識が低いこと（３．２９）」、③「７．施策や活動を定着・フォローする施策の未構築
表２５ 阻害要因（N＝４３）
阻害要因項目 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．施策や活動に対する自社内の保守的な態度や職場の雰囲気 ３．２２ ２ ７ １０ １５ ２ ７
２．施策や活動を推進するリーダーの交代や不在 ２．８３ ５ ７ １３ ９ １ ８
３．管理職層のWLBについての意識が低いこと ３．３１ ２ ４ １４ １３ ３ ７
４．売上高や利益等などの業績数字の悪化 ２．８６ ６ ５ １４ ８ ２ ８
５．施策や活動を推進する部署の縮小や解散 ２．４３ １１ ３ １６ ５ ０ ８
６．施策や活動内容の社内普及や広報の不足 ３．００ ５ ５ １１ １５ ０ ７
７．施策や活動を定着・フォローする施策の未構築 ３．２８ ３ ３ １５ １１ ４ ７
８．短期的な成果を追及すること ２．７７ ６ ５ １６ ７ １ ８
９．施策や活動を推進するプログラムが不充分なこと ３．００ ５ ５ １３ ９ ３ ８
１０．従業員が施策や活動の内容を理解するのに難しい点が多いこと ３．１４ ３ ５ １５ １０ ３ ７
１１．施策や活動に新しさや面白さがないこと ２．９１ ３ ５ ２０ ６ １ ８
１２．休業期間中の従業員の賃金補償 ３．００ ４ ７ １１ １１ ２ ８
１３．企業の合併・吸収が行われたこと ２．０３ １５ ３ １６ ０ ０ ９
１４．主要な事業領域（製品・サービス）の変換 ２．０３ １４ ４ １５ ０ ０ １０
１５．一般従業員層のWLBについての意識が低いこと ３．０８ １ ７ １６ １２ ０ ７
１６．施策や活動を行う前に自社の実態把握を充分に行っていないこと ２．８３ ３ ６ ２１ ４ １ ８
１７．男性従業員のWLBについての意識が低いこと ３．２９ １ ５ １５ １１ ３ ８
１８．本人やその家庭の事情に会社が介入できないこと ２．９４ ２ ６ ２０ ６ １ ８
１９．制度を利用して休業している従業員のフォローアップ体制の不備 ２．９７ ５ ４ １７ ７ ３ ７
２０．その他（具体的に ） ２．４０ １ １ ３ ０ ０ ３８
注：「２０．その他」の具体的な記入についてはない。
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（３．２８）」である。
その一方で、「３４．その他」を除いて、調査における下位項目の３つは、その数値（平均値）が高
くなる順に①「１３．企業の合併・吸収が行われたこと（２．０３）」・①「１４．主要な事業領域（製品・
サービス）の変換（２．０３）」、②「５．施策や活動を推進する部署の縮小や解散（２．４３）」である。
これをみると、企業は、WLBを推進する際に、第１に、管理職層や男性従業員の意識が高くない
ことや施策のフォローがうまくできていないことを阻害要因として把握していることが分かる。第２
に、ただし、数値はそれほど高くないことが分かる。また、この２つについては、他の活動や施策の
推進の際にも指摘できる内容と同様である（松田，２０００）。
１１．取組むべき課題
企業が、WLBを推進するに際して、取組むべき課題について、自由記述で尋ねた結果が、表２６で
ある。
これをみると、職場の環境整備、従業員の意識改革や理解、具体的な労働時間短縮に関連する課題
を指摘している企業の多いことが分かる。
同様な内容を尋ねている岡山経済研究所（２００８）によれば、WLBの導入が進まない理由として、
女性への制度（育児・介護）導入については、「制度を明文化せずとも個別対応可能」、「経営課題上
表２６ 取組むべき課題（N＝４３）
選択肢 回答数 具体的な自由記述の内容
ある ２１ 育児中の従業員をフォローする職場体制及び環境
社内の意識改革
職場の理解
メンタルヘルス関係
景気後退による経費削減と人員減
法令遵守すること
休暇取得時の応援体制の確立
環境づくり（WLBを推進できる環境を作ること）
短時間勤務制度の拡充
長時間労働の実態がある
男性社員にも積極的に取得してもらいたいが現状はなかなか難しい点
短時間勤務制度の拡充
残業時間の削減、男性社員の育児休業取得
管理職層への意識啓発
WLBに取り組んでいる事を前面に押し出した取組となっていないため方針を打ちたて、意見要望な
どの取組も行って進めたい
長時間労働の削減
推進を始めたばかりの段階なので、まだまだ課題は山積みです
社内への普及や報告などに取り組むべき
残業時間の削減
認知活動
取り組める事から取り組んでいく必要がある
ない １４
未記入 ８
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の優先順位低く後回し」、「新制度を運用・管理する人員の確保が難しい」という理由が上位に報告さ
れている。また、男性への制度導入については、「代替要員の確保が困難」、「企業の負担が大きすぎ
る」という理由が上位に報告されている。
また、同様な労働政策研究・研修機構（２００７b）の調査によれば、男性の育児休業について、企業
の経営トップの方針と管理職・一般社員との間で認識に差異の見られることが課題であると報告され
ている。
１）大沢（２００８a）によれば、WLBという用語は「アメリカが発祥の地で、多くの人が働きすぎでもっとバランスの取れ
た働き方がしたいということから使われた言葉である。同時に１９８０年代以降、アメリカでは…（中略）…女性の採用・
活用や子供の保育など、主に働く女性を対象とした保育サポートを中心とした取組みを行う企業が増えていった。この
取組みは「ワーク・ファミリー・バランス」または「ファミリー・フレンドリー・プログラム」などと呼ばれ、注目を
集めた（２２－２３頁）」とされている。
２）大沢（２００６）によれば、WLBはアメリカで始まり、英国に広がり、日本では政府を中心にして１９９５年度から１０年
間、エンゼルプランを実施しているが、主には少子化対策であり、それも働く女性が対象であったことが報告されてい
る（２１５頁）。また、長時間労働の例として英国を対象に、従業員の①とくに、男性の子育て意識の高揚、および②介護
等で柔軟な働き方に対する強い希望があり、企業の③労働需要逼迫による優秀な人材獲得および彼（女）らの定着率向
上の必要性からWLBが進んだことが報告されている（２１７頁）。日本では、２００３年に次世代育成支援対策推進法が成立
（２００５年度から１０年間の時限立法）し、企業の育児支援義務が大幅に強化された。それによって、従業員３００名以上の
企業では、行動計画策定と実施が義務化され、従来の働き方を見直すために①所定外労働の削減、②年次有給休暇の取
得推進、③多様就業型ワークシェアリング、④IT利用のテレワーク導入等が検討されるようになったことが報告され
ている（２１６頁）。さらに、政府レベルでは、男女共同参画会議の下に、「少子化と男女共同参画に関する専門調査会」
（２００４年１０月～２００７年２月）が設置され、仕事と家庭の両立支援やそれに対する働き方の見直し等が議論されてきてい
る。これを基に、ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議からは２００７年１２月に「仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）憲章」および「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が公表されている。また、同様に日本経済
団体連合会からは、２００７年３月に『少子化問題への統合的な対応を求める－人口減少下の新しい社会づくりに向け
て－』において、「ワーク・ライフ・バランス推進に向けた企業の行動指針」が公表されている。
３）渡辺（２００９），７－９頁。また、企業の労働組合の上位団体である日本労働組合総連合も２００７年１２月に、その HP上
の「目指そうワーク・ライフ・バランス社会」で（http : //www.jtuc−rengo.or.jp/kurashi/worklifebalance/index.html）、WLB
は、少子化対策や子育て支援だけではなく、生活時間を取り戻すためのトータルな働き方改革であり、多様な働き方を
可能とする諸施策の推進であることを提言している。
４）大沢（２００６），前掲書，１９７－１９９頁。また、大沢（２００８b）では、スローン財団Workplace Flexibility ２０１０において、
アメリカの企業における職場の柔軟性が、①フルタイムの仕事における柔軟性、②労働時間の選択の多様性、③生涯の
なかで仕事を重視する時期と個人の生活を重視する時期を持ち、その双方の行き来が可能なこと、④個人や家族の事情
に合わせて働き方を柔軟に選べることの４つに分類されていることが報告されている（２２９頁）。そして、WLBの効果
として、２００５年１１月の Corporate Voicesにおいて、働き方に柔軟性をもたらすことが、企業の業績を向上させ、株主に
報いるだけでなく、人事管理制度がうまく機能するための鍵になることであると報告されている。具体的には、①有能
な人材の定着をもたらすこと（離職率を低下させることによって、人件費コストを削減できる）、②働く時間と場所の
選択が可能になったことで仕事の満足度、仕事に対するコミットメント、会社への帰属意識が高まり、ストレスが減少
すること、③企業の業績と生産性を向上させる牽引役になっており、顧客にも良い影響を及ぼしていることが報告され
ている（２３０－２３２頁）。
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